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Ⅲ フランスの ツーリズム経験 












Tourism Development and the Paid Vacation Policy 
in the Western European Countries
＊白　坂　　　蕃＊
SHIRASAKA, Shigeru
Abstract: The purpose of this study is to analyze the tourism development and paid vacation 
policy in the western European countries, especially in Germany and France to find suggestive 
possibility for the tourism in Japan. 
　In the former West Germany, the government had presented the extremely high quality poli-
cy for tourism and paid vacation. In France, the Front Populaire Cabinet introduced the policy 
of "paid holidays" to their workers in 1936. After the World War II, the paid vacation is one of 
the major contributions to the development of tourism in the western European countries. 
　The paid holidays for Japanese average workers are approximately 20 days a year, but they 
only use ten days of their paid holidays in average. In addition, the Japanese Government has 
not yet ratified the ILO Convention No. 132 of 1970. Therefore, the institutional condition has 
been lacked to establish national scale resorts in Japan. 
　From the European experience on the tourism and paid vacations, it is the foremost require-
ment for the Japanese Government to raise the standard of paid holidays to the same level as 
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経』からの命名）や勝 海舟とともに 1860 年に遣
欧使節団をのせてアメリカ合州国にいった．
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フランス政府は，Charles de Gaulle 大統領
（1880-1970）の指導期であった 1963 年にスペ
インと国境を接する地域である南フランスの
Languedoc と Roussillon の両地域に大規模な
観光に関する地域開発（正確には Languedoc-
Roussillon 沿岸地方観光整備計画）を始めた．地
域は la Grande Motte ＝ Camargue 地区からスペ
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ひとつのデータをあげておく．













































La Grand Motte 1,000 43,000
Carnon 70 7,000
Port Camargue 120 12,000
Le Cap d’Adge 600 12,000
Gruissan 1,600 42,000
Port  Leucate 300 40,000
Port Barcares 300 4,200
Saint Cyprien 240 24,000
Total 4,230 262,000
1）1980 年には，一応の完成とされた．
2）上記の 8 地区を，8 人の建築家が担当した．
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1970 年にはこれが 60％になり 1980 年には
65％になった．





































フランスでは 1 日 15 時間労働が一般的で，日曜
日だけが休日だった．このような時代のなかでレ
オン＝ブルム（Léon Blum 1866–1951）の人民戦




つまり，1 年間の継続した労働に対して 15 日
間（12 労働日に加えて 2 日の日曜日と 1 祭日），
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フランス政府は有給休暇を 1956 年に 3 労働週
に伸ばした．1969 年には有給休暇は 4 労働週と
なった．
さらに 1981 年に誕生したミッテラン政権のも


































5 月 1 日から 10 月 31 日の期間に年次有給休暇の
うち 4 週間を消化し，残り 1 週間は 11 月 1 日か
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ところで，すでに 1873 年（明治 6）にドイツ
では公務員の有給休暇制度が始まり，公務員に加
えて地位の高い会社員による旅行が増加した．そ






























KdF は 7 日から 14 日間の安価な旅行を催した．
































立教大学観光学部紀要　第16 号 2014年 3 月立 教 大 学 観 光 学 部 紀 要 第 16 号 2014年 3 月
Rikkyo University Bulletin of Studies in Tourism No.16 March 2014




： 暦週 24 週日（週日とは，土曜日，日曜日以外の所定の休日および法定祝日を除く暦日，つまり，
実際には 5 週間）．
： 多くの場合，労働協約により，法定休暇にさらに 5 労働日が付加され，有給休暇日数は，ほぼ
6 週間である（全産業平均の有休日数は 30．7 労働日）．
勤続勤務用件 ： 労働協約が成立してから 6 ヶ月（6 ヶ月未満でも 1 ヶ月当たり 12 分の 1 の休暇を付与する）．
： 前年の出勤率などの用件を必要としない．
連続付与 ： 連続 12 週日を付与する（労働協約で異なる定めも可とする）．









付与日数 ： 年間 30 労働日（1 ヶ月の継続勤務につき 2．5 日）．
勤続勤務用件 ： 年休基準年度（前年 6 月 1 日から翌年 5 月 31 日）の間に，同一使用者のもとで 1 ヶ月（24 労働日）
の勤務で取得用件が完成する．
連続付与 ： 12 労働日を超えない有給休暇は連続して与えなければならない（だたし，最高 24 労働日）． 法
的には 5 週間の連続取得も可．
付与の方法 ： 休暇取得可能時期（労働協約または団体協約で定めた 5 月 1 日から 10 月 31 日を含む期間）に，
労働協約や団体協約の規定，または慣習により付与する．
その他 ： 使用者は休暇の日程を決めて事業所に掲示し，労働者はそれに従って休暇をとる．
： 労働者には休暇日程の決定権がないが，5 月 1 日から 10 月 31 日の間に 12–24 労働日の休暇が
付与される．




付与日数 ： 法令上の規定はないが産業別労働協約では 4 週間程度が多い．
勤続勤務用件 ： 同一の使用者のもとで勤続 1 年未満には比例付与する．








付与日数 ： ほぼ 4 労働週であるが，これに加えて勤続年数により最高 5 日の付加休暇が加算される企業も
50％以上ある．








付与日数 ： 法令上の規定はないが，労働協約の調査では 4 週間以上の休暇を定める団体が全体の 80％ある．
勤続勤務用件 ： 法令上の規定はないが，一般には勤続 1 年で 1 週間，2–4 年で 2 週間，5–10 年で 3 週間，







付与日数 ： 勤続 6 ヶ月で 10 日，2 年 6 ヶ月までは 1 年ごとに 1 日を追加し，以後 1 年ごとに 2 日追加する
（最高でも 20 日）．





（2006 年から 2010 年の各国政府のデータ，および筆者の聞き取りにより作成）
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られている．その根拠となるのは 1970 年の ILO 
132 号「有給休暇に関する改正条約」である．
この ILO 132 号条約は 1936 年（昭和 11）の有
給休暇条約（第 52 号）および 1952 年（昭和 27）
の有給休暇（農業）条約（第 101 号）を改正した
ものである．
この ILO132 号改正条約［有給休暇；C132- 
Holidays with Pay Convention （Revised）, 1970; 
Convention concerning Annual Holidays with Pay 
（Revised）, 1970 （Entry into force: 30 Jun 1973）］
の主な内容は次の三点である．
① すべての労働者の有給休暇を年間に 3 労
働週とする．
















このように，すでに 40 年以上も前の 1970 年に
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1982 年に週 39 時間となり，2000 年 2 月には，そ
れまでの週 39 時間労働から週 35 時間労働に短縮
する法改正がなされた．1日8時間労働とすると，















39 時間労働で 10 人を雇用すれば，延べ労働時間
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数（図 2）は 1.18 回（1986 年）と 1.77 回（2006
年）の間にある．また，その年間宿泊数は 3.06
泊（1991 年）と 2.14 泊（1980 年）の間で推移し
ている．つまり，日本人の旅行は，年間に 2 回未





































































































（注）  1 観光庁作成。
 2  平成 15 年度から調査手法を変更し、国の承認統計として実施している「旅行・観光消費動向調査」の数値を採用しているため、
それ以前との単純比較はできない。

































































（注）  1 観光庁作成。
 2   2003 年度から調査手法を変更し，国の承認統計として実施している「旅行・観光
消費動向調査」の数値を採用しているため，それ以前との単純比較はできない。
 3  暫定値とは，2008 年 4 ～ 12 月の 3 四半期の集計結果を基に，2008 年度の年間量
を推計したものである。
（観光庁編 2009 による）
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夏の秋山郷ではもちろんのこと，Sri Lanka の hill sta-
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